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ブロードバンド普及促進に向けて

競争の重要性

「マルチネットワーク」の強固なインフラを全国に整備

競争促進の在り方

固定通信市場 ： 設備ベースでの競争を促進するための各種ルール整備

モバイル市場 ： 競争上問題がある場合に必要最小限のルールを適用

ＮＴＴグループの独占性への対処

反競争的なグループ連携を防止



競争の重要性
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車載型基地局の出動

通信インフラの強化

中継伝送路の復旧
節電による

ａｕポイント付与

節電すると

ポイントがもらえる！

東日本大震災における復旧・支援対応

更に以下を検討

車載型基地局の増強

衛星回線の確保

車載型基地局の増強

衛星回線の確保

コアネットワーク4ルート化

基地局バッテリー長時間化

コアネットワーク4ルート化

基地局バッテリー長時間化

通信規制の早期解除
の仕組み導入

通信規制の早期解除
の仕組み導入

など･･･

各事業者が設備競争を進めることを基本に、
通信インフラを強化しておくことが重要

社会的貢献
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ＷｉＭＡＸ

ＦＴＴＨ・ＣＡＴＶ

Ｗｉ-Ｆｉ

高速ニーズ対応

高トラフィック対応

３Ｇ／ＬＴＥ

ＣＡＴＶＫＤＤＩパワードイーサネット／ＦＴＴＨ

ＩＰバックボーン

ｽﾏｰﾄﾌｫﾝ ﾀﾌﾞﾚｯﾄ 電子書籍 PC TV-STB

マルチネットワークへのシフト



5555

ＷｉＭＡＸ

競争の重要性

多様な事業者が設備ベースでの競争を通じて
さまざまな手段でブロードバンドの普及促進に貢献

マルチキャリア×マルチネットワーク

ＦＴＴＨ 携帯電話
ＣＡＴＶ Ｗｉ-Ｆｉ

事業者ダイバーシティ事業者ダイバーシティ サービス多様化・高度化サービス多様化・高度化

ＰＮＪ etc･･･



固定通信市場における競争促進
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（※） ＮＴＴ東日本「フレッツ光（戸建）」 ：月額6,720円 （ＩＳＰはＯＣＮを選択）
ＫＤＤＩ「ギガ得プラン（戸建）」 ：月額5,460円

ＫＤＤＩの固定通信サービスのエリア拡大

【従来の提供エリア】

首都圏、札幌、仙台、宇都宮、金沢

全国24都道県に拡大
（6/1以降 順次提供開始）

ＣＡＴＶ事業者

ＫＤＤＩのａｕひかり「ギガ得プラン」
（１ＧでＮＴＴ東・西より約1,000円安い（※）光サービス）

設備競争を促進するためには、、、

ＫＤＤＩグループとして全国で自前設備・シェアドアクセス
によるサービスを展開
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設備競争を促進するためのルール整備①

コロケーション・中継ダークの利用ルール改善

問題点

・競争事業者が全国にエリアを拡大する際、コロケーション・中継ダークの空きがないとの理由により
エリア展開が不可能となるビル／区間が存在した場合、競争が進まなくなる。

具体的な要望事項

■競争事業者が一定期間内に利用可能となる仕組みの導入
・数ヶ月連続して接続事業者が設備設置不可能な状況が発生しないよう、「Ｄ」ランク※となっている

ビル／区間で一定期間内に利用可能とする仕組みを導入。

※コロケーションスペース、芯線、電源、空調が不足している場合

■直近数ヵ月の設備計画の開示
・接続事業者の予見性確保のため、ＮＴＴ東・西の向こう数ヶ月の設備手配情報を公開する仕組みを導入。
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■全国の光配線区域情報の事前開示
・全国分の光配線区域情報について、ＷＥＢ等でリアルタイムに最新の情報を開示。

■適切な配線区域内世帯数の確保
・最低限、ＮＴＴ東・西が目安としている区域内世帯数（ＮＴＴ東：約50世帯、ＮＴＴ西：約40世帯）を
担保した上で、競争が成立する光配線区域内世帯数を検証して統合等により適正世帯数に拡大。

■局外スプリッタ増設基準の明確化
・同一配線区域内での増設は原則的に８分岐が全て埋まった後とする。

問題点

・光配線区域情報については、事業者の要望を受けてから一定期間経過後に有料で公開される
運用になっているが、タイムリーに最新の情報が入手できない状況（現状は３～４ヶ月かかる状況）。

・配線区域内の世帯数が過少なケースがあるため、競争事業者が効率的にユーザーを集められず、
事実上の参入障壁となっている。

・光配線区域情報の同一区域内での局外スプリッタ増設による無駄な「光主端末回線」設置が発生し、
競争事業者の採算性に多大な影響を与えているケースがある。

具体的な要望事項

設備競争を促進するためのルール整備②

競争事業者がネットワークの構築計画を建てる際に
必要となる光配線区域情報の透明性担保と運用ルール
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■要員配置に関する社内ルールの策定・開示及びリードタイム実績の報告
・ＮＴＴ東・西に自主的にルールを作らせた上で、リードタイムの実績を検証する。

加入ダークファイバ開通要員の公平な配置ルール

問題点

・競争事業者のユーザーがＮＴＴ東・西に加入ダークファイバの開通申込みを行った際、開通までに数ヶ月
かかるケースが発生したことがある。

ＮＴＴ東・西
（設備管理部門）

開通

開
通

同じ申込みに
対して、

リードタイムに
差がある

ＮＴＴ東・西 開通担当

競争事業者 開通担当

具体的な要望事項

設備競争を促進するためのルール整備③
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地中化エリアにおける光ファイバーの開放

問題点

・「地中化による無電柱化」の進行に伴い、競争事業者がユーザへサービス提供することが不可能な状況
となるケースが多く発生している。

・現状の接続ルールでは、ダークファイバを「ＮＴＴ局舎～各戸」までひと続きで借りることしかできない。

■地中化エリアにおける光ファイバの部分開放ルールの設定
・「電柱（クロージャー）～管路～各戸」部分の光ファイバーを開放。

具体的な要望事項

ＫＤＤＩ
局舎

ＮＴＴビル

き線点

ＮＴＴ

とう道 管路

ＫＤＤＩが敷設

クロージャ

ＮＴＴ

ＫＤＤＩ
◎

新たな引き込み用
管路敷設は不可能

地中化されたエリア

引込部
引込部

引込部管路

設備競争を促進するためのルール整備④
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光屋内配線の転用に関する課題の解消

問題点

具体的な要望事項

・ＮＴＴ東・西がマンションデベロッパー等と提携して、独占的に棟内の光屋内配線を敷設する事例が増加。
マンション内ユーザーが競争事業者のＦＴＴＨサービスに切り替えることが事実上不可能な状況。

・戸建て住宅での屋内配線転用スキームが規定されているが、一部エリアで転用率が低い等、実施が不十分。

■ＮＴＴ東・西が敷設した屋内配線を、住戸単位で再利用できるルールの設定
・新規に構築するマンションは、ＭＤＦ室内に複数事業者の回線終端装置の設置スペースの確保。

・棟内の「パッチパネル～光屋内配線～光コンセント」をユーザー単位で他事業者に転用できるよう
一種指定設備化し、開放を義務化。

■屋内配線転用スキームの実施徹底
・屋内配線の転用率を向上し、さらに、転用時に工事担当者を派遣せずユーザーに機器設定を行ってもらう

無派遣工事スキームも実施することで、ユーザー負担の低減を図ることが必要。

設備競争を促進するためのルール整備⑤
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集合住宅における光屋内配線の転用イメージ

敷設者
＝ＮＴＴ東・西

（戸数分の芯線）

ONU ONUONU

ONU ONU

ﾌﾚｯﾂ
ONUONU

（光パッチパネル～各住戸内光コンセント）

回線終端
装置等

光ファイバー 光屋内配線事業者設備

共用部分/
ＭＤＦ室等

auひかり

ONU ONU ONUONU

ONU

auひかり

ONU ONUONU

（光パッチパネル～各住戸内光コンセント間）
光屋内配線

事業者設備

共用部分/
ＭＤＦ室等

再利用者
＝ＫＤＤＩ

（住戸単位の芯線）

※実際の屋内配線の敷設方法は本図と
異なる場合がある。

ONU

回線終端
装置等

回線終端
装置等

光パッチパネル

光パッチパネル

①③④
③②① ④

⑦⑥⑤ ⑧

②⑦⑤

ﾌﾚｯﾂﾌﾚｯﾂﾌﾚｯﾂ

ﾌﾚｯﾂﾌﾚｯﾂﾌﾚｯﾂﾌﾚｯﾂ

ﾌﾚｯﾂ

ﾌﾚｯﾂﾌﾚｯﾂ

ﾌﾚｯﾂﾌﾚｯﾂ

ﾌﾚｯﾂ

ONU

ﾌﾚｯﾂ
ONU

ﾌﾚｯﾂ

・・・

・・・

・・・

・・・

auひかり
ONU

⑳

ONU

ﾌﾚｯﾂ

⑲
⑳

光パッチパネルにおいて
回線終端装置の付け替えを実施

光ファイバー

光コンセント



14

ＩＰサービス市場におけるＮＴＴグループのシェア

【ＩＰ電話（0ABJ番号）の契約者数と事業者シェアの推移】

出典：総務省公表資料

ＩＰサービス市場においても
ＮＴＴグループがドミナントであることに留意すべき

1,453

1,116

776

421

142

07年3月 09年3月06年3月 08年3月 10年3月

76.7％

70.6％
72.7％

ＮＴＴ東・西
68.8％

62.6％

その他
10.7.％

500

0

1,000

1,500

（単位：万回線）

ＫＤＤＩ
14.8％

ｹｲ･ｵﾌﾟﾃｨｺﾑ 5.7％

【広域イーサネットの事業者シェアの推移】

0%

20%

40%

60%

80%

100%

その他
10.7％

電力系
19.4％

ＫＤＤＩ
21.1％

ＮＴＴ東
20..3％

ＮＴＴ西
12..9％

ＮＴＴｺﾑ
11.2％

その他ＮＴＴｸﾞﾙｰﾌﾟ 4.4％

07年3月 09年3月06年3月 08年3月 10年3月

ＮＴＴｸﾞﾙｰﾌﾟ
全体で48.8％
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ドミナントであるＮＴＴ東・西のＮＧＮについては、
公正競争を促進するルール作りが必要

必要な措置

ＮＧＮに対する競争ルールの在り方

問題点

・ＮＧＮについては、競争事業者との接続を前提として構築されていないため、網改造費等の負担を
求められる事例が発生。

■ＮＧＮに対する一種指定設備規制の維持・強化

・競争促進の観点から、一種指定設備であるＮＧＮについて規制を維持・強化。

・競争事業者が必要なタイミング、適切なコストでＮＧＮの機能を利用できるようにすべき。

※なお、シェアドアクセスの１分岐単位接続料や同様の開放措置の検討にあたっては、まずは、現在の
設備競争（８分岐単位でのシェアドアクセス利用を含む）の進展状況を慎重に見極める必要がある。



モバイル市場における競争促進
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・グローバル競争の観点からも、モバイル市場
への規制は原則不要。

・ただし、圧倒的なシェアを持つドミナント事業者
による反競争的行為は問題。

・二種指定事業者でない事業者の接続料に
ついて、妥当性検証に必要な情報開示が
不十分なまま水準が高止まり。

17

モバイル市場における競争の在り方

本来、競争が機能していれば市場に委ねることが原則
ただし、競争上の問題がある場合は必要最小限の規制が必要

接続料算定 グローバル競争への対応

・そのような事業者については、接続料の
透明性を高めるため、接続料算定根拠や
接続会計の公表等、何らかの措置が必要。

・すべての事業者を対象とする「着信独占」の
考え方を適用することは過剰。

・「注視すべき機能」というアンバンドル概念は
不要。また、ネットワークを持たないＭＶＮＯ等
への役務提供の「卸役務化」を実施すべき。

・一方、圧倒的なドミナントであり、ＮＴＴグループ
全体で市場支配力を持つドコモへの行為規制
は現行通り維持すべき。
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契約数シェア契約数シェア 売上高シェア売上高シェア

第二種指定電気通信設備制度
（接続関連規制）

第二種指定電気通信設備制度
（行為規制）

（参考１）日本におけるモバイル市場への規制

20.9％ 18.4％

日本のモバイル市場においては、５割近いシェアを有し、市場支配力のある
ドミナント事業者（ＮＴＴドコモ）が存在。競争状況を総合的に勘案して規制を適用している。

【接続関連規制】
端末設備シェア２５％以上

（業務区域ごと）に適用

【行為規制】
収益ベースのシェアが２５％以上に

個別に適用

（出典）契約数シェア：World Cellular Information Service(Informa Telecoms & Media)（2011年3月末）
売上高シェア：各社決算資料(2011年3月末)
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固定：国内2位 固定：国内1位

一方、日本と同様にシェア１位の事業者が約５０％のシェアをもち、２位との差が
２０％程度ある韓国では、シェア１位のＳＫＴに対して厳しい規制が課せられている。

韓国韓国

18.9％

（出典）World Cellular Information Service(Informa Telecoms & Media)（2011年3月末）

・シェア１位の事業者が約５０％のシェアを持ち、２位の事業者との差が約２０％ある点で
市場シェアの状況は日本と似ている。シェア１位の事業者に対する規制は日本より厳しい。

【シェア１位の事業者（ＳＫＴ）に対する規制の例】

（小売料金） ＳＫＴの小売料金のみ、ＫＣＣによる認可の対象となっている。

（ＭＮＰ） ＳＫＴユーザ－からの片方向移転から開始された。

（参考２）諸外国のモバイル市場①（韓国の契約者数シェア）
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イタリア・イギリス・ドイツ・フランスについては、シェア1位の事業者と2位の事業者との
差が日本と比較して小さく、突出して高いシェアを持つ事業者はいない。

20.9％

日本日本

イタリアイタリア

オランダオランダ

イギリスイギリス

フランスフランス

ドイツドイツ

11.0％

1.5％9.5％0.7％

24.0％
シェアの差に違い

（参考３）諸外国のモバイル市場②（欧州各国の契約者数シェア）

（出典）World Cellular Information Service(Informa Telecoms & Media)（2011年3月末）
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シェア１位と２位の事業者が激しい競争

を繰り広げている。

ひとつの経済圏である欧州市場（ＥＵ加盟国２７カ国合計）や米国市場をみると、
同程度のシェアを持つ複数の事業者が競争している状況であり、

日本のように突出して高いシェアをもつ事業者はいない。

ＥＵＥＵ 米国米国

（出典）World Cellular Information Service(Informa Telecoms & Media)（2011年3月末）

＊2011年3月、AT&Tが米T-Mobileを買収＊英国Everything Everywhere(Orange &T-Mobile)  
契約数は折半（出資比率各50%）として算出

国境を越えて事業展開が行われており、

どの事業体のシェアも約２０％以下。

（参考４）諸外国のモバイル市場③（ＥＵ・米国の契約者数シェア）



ＮＴＴグループの独占性への対処
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独占の弊害

ボトルネック設備独占 グループの連携

局舎 電柱 管路

ＮＴＴ
ドコモ

ＮＴＴ
東日本

ＮＴＴ
西日本

加入電話シェア８３％、光シェア７４％

連携

ＮＴＴコム・ＮＴＴデータ、ＮＴＴファイナンス
などのグループ企業

販売子会社 販売子会社

携帯シェア４８％

独占が進むとサービスの選択肢がなくなり、料金の高止まり・
新サービス展開の遅れが生じるため、ユーザー利便は損なわれる

連携 連携 連携

・競争事業者との接続情報を営業活動等
へ不正利用

・設備利用条件の非同等性

・排他的な連携によりグループ全体で
市場を独占
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今回の法改正の問題点

機能分離（事業法改正）が導入されたが不十分

＜対処が不十分な問題＞

①設備利用条件の非同等性（⇒Ｐ．9～14参照）

②グループ会社や代理店を介した反競争的行為

③グループの排他的な連携

ＮＴＴ東・西の活用業務が届出制へと緩和

ボトルネック設備を独占するＮＴＴ東・西が市場支配力を拡大するおそれ

機能分離＝「情報の不正利用」の防止措置と子会社の監督義務化
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公正な競争環境が確保
されていること

25

活用業務の問題

活用業務の手続簡素化（認可制から届出制への移行）

⇒ＮＴＴ東・西に前述の反競争的行為の防止措置をしっかり講じさせ、
十分な事前届出期間や公の意見の場を設けた上で、
これまで以上にガイドラインを厳密に運用すべき

活用業務の認可条件

・設備利用条件の非同等性
・グループの排他的な連携

を防ぐ措置は不十分なまま！

実際の運用状況

一方で、、、

今回のＮＴＴ法改正

活用業務は、そもそもＮＴＴ再編の趣旨をないがしろにするもの
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販売代理店
（ドコモショップ含む） 差別的な

セット販売・割引

販売委託

アウトソース

ＮＴＴ東・西は、販売代理店に対する販売委託契約の内容や
販売インセンティブの支払状況等の実績報告を行うべき

子会社に対する
監督義務

ＮＴＴ東日本・ＮＴＴ西日本の子会社

改正事業法の規制範囲

販売代理店との
契約内容についても

監視が必要！

グループ会社や代理店を介した反競争的行為
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グループの排他的な連携

ドミナントであるＮＴＴ東・西とＮＴＴドコモが連携するサービスが
今後開始されれば、競争が大きく損われる懸念がある

ＦＭＣ
サービス
ＦＭＣ

サービス

ＦＭＣ
サービス
ＦＭＣ

サービス
競争

固定･移動体で圧倒的なシェアを持つ事業者が
連携サービスを提供すると、競争事業者は対抗できない

競争

モバイルのドミナント 固定のドミナント

ＦＭＣ
サービス



2828282828

ＮＴＴのグループ会社を介したＮＴＴ東・西とＮＴＴドコモの
一括請求が既に開始されており、競争が阻害されている

携帯電話

一括請求一括請求
料金徴収取扱高
年間８兆円弱

延べ顧客数
１億３千万件超

現在提供中のＮＴＴグループ一括請求サービス

現状でも抽選でキャッシュバックを実施
更なる差別的なセット割引（一括割引等）の懸念

競争阻害行為

移動体のドミナント 固定のドミナント

フレッツ光・加入電話
プロバイダ（ＯＣＮ）

・長距離電話

ＮＴＴのグループ会社が提供主体であり、
競争事業者は営業戦略上、参加しえない

競争阻害行為

グループの排他的な連携の事例
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グループ全体としての市場支配力

ボトルネック設備に起因するものに加え、

シェア、顧客基盤、調達力、技術力、販売力、信用力、

ブランド力、広告宣伝力、資本関係といった

ＮＴＴグループの市場支配力に基づくルールを導入

29

グループ連携の問題を踏まえると、
「持株体制下にあるＮＴＴグループ全体としての市場支配力」

を検証する必要がある

必要な措置
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毎年の検証
（セーフガードなど）

措置の実施

303030

措置の実効性確保に向けた検証

ＮＴＴ東・西の報告に基づいて、「競争セーフガード制度」等の仕組みを活用し、
措置の実効性を委員会等の公開された場で毎年検証

ＮＴＴ東・西の協力が得られず検証ができない場合や、措置が不十分なために
実効性が確保されない場合は、直ちに法改正を行って義務化

措置の実効性確保状況について検証を行い、
問題がある場合は改善させるというＰＤＣＡサイクルを回すべき

公正競争確保措置の検討

ＮＴＴ東・西に
改善を要請/法改正

問題が解決しない場合には、３年後の包括的検証を待つのではなく、
ただちにＮＴＴの在り方を含む抜本的な競争政策の見直しを行うべき


